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建設技能労働者の動向

まえがき

日本の建設ֹࢿは，平成 8 年（1996）をڥに下し，平成 22

年（2010）にはピーク時の二分の一にݮ少したが，その後の東日

本大震災の復旧復興事業および 2020 年のΦリンピック・パラリン

ピック東京大会に向けた関࿈施設整備等により建設ध要は高まって

きている。しかし，長期に渡る建設ࢿのは，建設ا業が構造

のスリム化をした݁Ռ，ここに来て技能࿑ಇ者のෆがݦ在化して

きた。そこで，今回は現在の建設࿑ಇྗの現状と対応策および֎国

人建設ब業者のಈ向を紹介することとした。

（1）国内の建設技能労働者数の推移

平成 4 年（1992）をピークに長いؒݮ少向がଓいていた建設

ֹࢿは，平成 20 年（2008）のリーマン・シϣック以降，最時

の分までݮされた。しかし，東日本大震災の発生後の復旧復興

事業によりԡし上げられ，平成 22 年をఈに増加に転͡た（図─ 1）。

一方，建設技能࿑ಇ者数は，平成 9 年（1997）ピーク時の 455 ສ人

に対し平成 22 年（2010）には 331 ສ人（˚ 27.3ˋ）までݮ少して

しまったが，ಉ͡く東日本大震災をڥにएׯ増加のಈきがあり，平

成 25 年（2013）には，公ڞ工事࿑務୯Ձの引き上げや高ྸ者の活用，

社会保ݥ等ະ加入対策のߋなる強化等建設技能者のॲ۰改ળにめ

てきた成Ռが現れたことで 7 ສ人΄ど増えている（図─ 2）。

国土交通省の建設࿑ಇधڅௐࠪでは，平成 23 年（2011）に入っ

てからはෆ向がଓいている（図─ 3）。

（2）求人，求職及び求人倍率の推移

厚生࿑ಇ省は公ڞ৬業安定所（ハϩーϫーク）におけるٻ人，ٻ

৬，ब৬の状گを取りまとめ，ٻ人ഒ率などの指ඪを作成し，一般

৬業紹介状گとして毎月公දしている。図─ 4 は，「建設ۥମ工事

の৬業」・「建設の৬業」・「土の৬業」の年平ۉの数を合ࢉし

た༗効ٻ人数，༗効ٻ৬者数，༗効ٻ人ഒ率のਪҠをࣔしたグラフ

である。

平成 21 年（2009 ʙ 10）はリーマン・シϣック等のӨڹを受け

建設ࢿがݮٸしていた時期であり，༗効ٻ人数よりも༗効ٻ৬者

数が上回り༗効ٻ人ഒ率は 0.66 ഒ・0.84 ഒとい水४となっていた。

しかし，平成 23 年（2011）の震災以降，建設ࢿがܹٸに回復

したことを受け，この頃から༗効ٻ৬者数よりも༗効ٻ人数が上回

るというٯ転現がݦஶにදれ࢝め，平成 25 年（2013）の༗効

人ഒ率はٻ 2.89 ഒと，ここ 10 年ؒで最も高い水४となっている。

これから，復興事業のߋなる加速化，平成 32 年（2020）東京Φリ

ンピック・パラリンピック関࿈施設整備等により建設ध要が増大して

いくと考えられるなか，人खෆは建設産業のみならず，あらΏる産

業で題ࢹされ，今後ますます少子高ྸ化が進み࿑ಇྗ人ޱのݮ少

はආけられない事から，人֬ࡐ保が大きな課題としてあげられる。

� ग़య：ࠃަ௨ল　ݐઃࢿのݟ௨͠
ਤᴷ ʢ໊ʣのਪҠֹࢿઃݐ　1



11� ࢪցػઃݐ Vol.67　No.7　July　2015

� ग़య：૯ল「࿑ಇྗௐࠪʢྐྵฏۉʣ」ΛجʹʢҰࡒʣݐઃڀݚࡁܦॴͰ࡞
ਤᴷ 2　࿑ಇྗௐࠪʹΑΔݐઃٕ࿑ಇऀのਪҠ

� ग़య：ࠃަ௨ল「ݐઃ࿑ಇडڅௐࠪ」ΛجʹʢҰࡒʣݐઃڀݚࡁܦॴͰ࡞
ਤᴷ ʣࠃઃٕ࿑ಇऀաෆのਪҠʢશݐ　3

� ग़య：ްੜ࿑ಇল「Ұൠ৬ۀհঢ়گ」ΛجʹʢҰࡒʣݐઃڀݚࡁܦॴͰ࡞
ਤᴷ 人ഒのਪҠٻ৬͓Αͼٻ人ɼٻઃٕ࿑ಇऀのݐ　4



ࢪցػઃݐ111 Vol.67　No.7　July　2015

（3）構造的な労働者不足の対応

建設産業の担いखෆについては，近年の建設ࢿのݮ少により，

建設ا業が倒産するなど，技能࿑ಇ者の৬が進んだことや技能࿑

ಇ者の高ྸ化が進み，高ྸ者が仕事をࣙめていっていること（図─

5），また，建設産業のॲ۰改ળが進んでいないことなどから，ए

者が入৬をආけるようになっていることなどの 3 つの要Ҽが考えら

れる。これらの要Ҽについては，建設産業が直໘している構造的な

題であり，こうした題をաすれば，中長期的には，ক来にわ

たるインフラの維持管理や災害対応等を地域で担う人ࡐがෆする

ことがݒ೦される。近年では，公ڞ工事の࣭֬保に関する法の

一部を改正する法により，公ڞ工事の࣭֬保の担いखの中長期

的なҭ成ٴび֬保が明֬にされ，国交省では社会保ݥະ加入ا業の

ഉআや公ڞ工事設計࿑務୯Ձの引き上げなどڥ改ળにྗをいで

いるところであるが，こうした構造的要Ҽによる担いखෆのݒ೦

に対しては，建設分野における֎国人ࡐの活用にるٸۓાஔとは

ผに，中長期的な؍から，必要な人ࡐを国内で֬保していくこと

が基本である。

なお，産業ڝ૪ྗ会ٞ「成長ઓུ進化のための今後のݕ౼方針」

では，「持ଓ可能なࡁܦ成長をୡ成していくために必要な֎国人ࡐ

活用の在り方について，必要分野・人数等もݟਾえながら，国ຽ的

ٞを進める」とされている。

（4）外国人建設就労者の受入状況

日本では，「ग़入国管理法ٴび難ຽೝ定法」上の技能実श生が在
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されている。֎国人ब࿑者の受入にڐをಘてब࿑することが֨ࢿཹ

は，֎国人技能実श੍（平成 5 年）があり，開発్上国等の青

年࿑ಇ者を一定期ؒ（3 年ؒ）日本産業界に受け入れて産業৬学上

の技能・技術・ࣝをशಘさせ，開発్上国への技術Ҡ転を図り，

その国のࡁܦ発展を担う人ࡐҭ成に寄༩することを目的とした੍

である。技能実शの対৬छには，1. 農業関2，. .3，業関ړ 建

設関4，. ৯製造関5，. ણ維・ҥ関6，. 機械ۚ属関7，. そ

のଞに分ྨされ，建設関は 21 ৬छ，31 作業が定められており，

実श機関とޏ用関のもとで技能修ಘを図ることになる。

厚生࿑ಇ省は，この΄ど平成 26 年 10 月現在で֎国人ޏ用につ

いてのಧग़状گを取りまとめた。֎国人ब業者数は 79 ສ人で，

લ年ಉ期ൺ 9.8ˋの増加となっており，平成 19 年にಧけग़がٛ務化

ਤᴷ �　ೖࢧࠃԉٕ࣮शੜʢ1号ʣʢࠃ੶ผʣྐྵผʢ人ʣ
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されて以来，աڈ最高の伸びである。そのうち建設業には 2 ສ人，

2.6ˋがब業している（図─ 6）。

近年の֎国人技能実श੍による年ผの実は，1 年目の入国

支ԉ実श生は中国のݮ少が大きく，શମとしてݮ少向にあるが，

年ؒ 4 ສ人台にある（図─ 7）。

（5）  一時的な需要増に対応する労働者の確保（閣僚会議：平成

26年 4月 4日）

復興事業のߋなる加速を図りつつ，2020 年Φリンピック ŋ パラ

リンピック東京大会の関࿈施設整備等による当໘の一時的な建設ध

要の増大に対応するために必要となる技能࿑ಇ者については，まず

は，ब࿑ڥの改ળ，教ҭ܇࿅の充実強化等によって，৬者の࠶

入৬や高ྸの౿み止まりなどにより，国内での֬保に最大限め

ることが基本であるが，その上で，当໘の一時的な建設ध要の増大

へのٸۓかつ時限的ાஔ（2020 年でऴྃ）として，国内での人

の活用ଅ進を図ࡐ保・ҭ成とซせて，ଈઓྗとなりಘる֎国人֬ࡐ

り，大会の成ޭにສશを期する事が必要である。

このાஔにより，今後技能実श生の増加が期されており，図─ 8

では，建設関が増加向になっている。内༁としては中国がݮ少

したものの，それ以上にベトφムの増加がそれを補している。

○  緊急措置の概要（対象，資格，期間）：国土交通省平成 26年

告示（図─ 9）

֎国人建設࿑ಇ者受入事業に関する告ࣔ骨子は࣍の通りである。

①活用を図る֎国人ࡐ

ଈઓྗの֬保を೦頭にஔき，建設分野の技能実श修ྃ者について，

技能実शに引きଓき国内に在ཹし，ຢは技能実शを修ྃして一୴本

国へؼ国した後に࠶入国し，ޏ用関の下で建設業務に従事するこ

とができることとする（2020 年までに限る）。

②在ཹ֨ࢿ

特定活ಈ

ᶅ期ؒ

1 年ごとのߋ新により最大 2 年以内（࠶入国者のうち本国にؼ国

後の期ؒが 1 年以上のものは最大 3 年以内）。
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